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                          いわき市商工労政課 

 

【巻頭言】 

 全国は、“強弱まだら状況”だが、 

       全体では“緩やかな回復基調”！ 

いわきは、“踊り場”、今後“後退懸念も”！ 
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全国は、“強弱まだら状態”だが、      
全体では“緩やかな回復基調”！ 

いわきは、“踊り場”、今後“後退懸念も”！ 
 

 “経済・景気四方山話”：「（仮称）いわき市

創生アクションプラン」の必要性 

 

■ 全国の経済・景気 

 去る 11 月 17 日発表の第 2 四半期（7－9 月）

GDP（速報値）は前期比 0.4％減（実質値。季

節調整済み。年率 1.6％減）と、2 四半期連続の

マイナス成長となった。部門別には GDP の約

60％を占める個人消費は前期比 0.4％と微増し

たものの、設備投資の 2 四半期連続マイナス、

在庫投資の増税後に積みあがった在庫取崩しに

よる成長率の下押し、などを補いきれなかった。 

 2015 年 10 月予定の消費税率 10％への引き上

げは、第 2 四半期 GDP の結果等で判断される

こととなっていたが、上記の動向で増税の反対

派、賛成派及び実施先送り派の論争が巻き起こ

ることとなった。反対論は“もう一段の負担増

により景気失速を招く”とするのに対し、賛成 

論は“景気は中折れせず回復していく”との考

えを元に、財政再建の道筋が危うくなる、 

 

社会保障サービスの財源が不足する、国際的信

認を失い長期金利が急上昇するなどとし、さら

に中間派は実施時期の延期を主張した。以上の

論争のさなか、安倍政権は、11 月 18 日、再増

税を 2017 年 4 月まで先送りし、これの信を問

うため衆院解散・総選挙（開票結果は 12 月 14

日）を行うこととなった。このため、先の賛否

の論議に、先送りによる影響・効果等の論議が

加わり、現在、各般の議論が盛んに展開されて

いる。 

 

 一方、11 月 25 日発表の「月例経済報告」（内

閣府）では、個人消費は足踏みしているものの、

大企業収益の上向き、雇用情勢の改善傾向など

から、“緩やかな回復基調が続いている”と、こ

れまでの基調判断を維持した。先行きには消費

者心理の低下による景気の下押し懸念をにじま

せている。なお、上記の「月例経済報告」と前

述の GDP に関する判断が矛盾しているように

みえるが、前者は GDP や雇用等を含む経済全

般の総括的な評価であるのに対して、GDP は生

産面に限っての判断であることによる。   

  *1 GDP (国内総生産)は日本国内で産み出された生

産物やサービスの付加価値額（生産やサービスに

産み出すのにかかった原材料費等の分を差

し引いた儲けの部分）の総和。国の経済力を

表すに使われる。 

 

■ いわき市の経済・景気 

 需要面では、大型小売店等販売額は

前年同期比 3.0％と微増が続いている

ものの、自動車新規登録台数（同△

6.9％）、新設住宅（同△49.9％）等の

耐久消費財のマイナスが 2～4 四半期

続いている。  

 生産面では、大口電力使用量は前年

同期比 1.7％と微増しているものの、

中小企業 DI は前回より 2.3 ㌽減と悪

化しており、企業活動全体としては横
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ばいとなっている。 

 雇用は新規求人倍率が 2.01倍と 5か月連続で

前年水準を上回っている。  

 総じて概ね緩やかに改善しているものの、踊

り場にさしかかっているといえる。今後は、耐

久消費財の伸び悩みを含み低下している消費マ

インドの今後の動向が気にかかる。 

              （商工労政課） 

 

■ 経済・景気四方山話：「（仮称）いわき市

創生アクションプラン」の必要性 

人口減少が地域を大きく変えようとしている。

日本の人口は、計算上、合計特殊出生率を 2.07

（現状 1.43*1）に上げても 60 年の人口は 1 億

人に届かない。こんな折、日本創生会議（民間

機関）は 2010 年から 30 年で消滅可能性都市が

約 50％でると発表した*2。 

 人口減少は都市・地域構造の見直しを迫る。

これに対して総務省は、地方中核拠点都市*3”

を、国土交通省も「国土のグランドデザイン

2050」で小さな拠点*4 と高次地方都市連合 *5

を打出している。また国は 50 年後に 1 億人程

度の人口を維持するため、人口減少克服・地方

創生を目標にまち・ひと・しごと創生本部（地

方創生本部）*6 を立ち上げ“総合戦略”を展開

することとしている。 

*1 平成 25 年人口動態統計月報年計(厚生労働省)。 

*2 約 1,800 市町村のうち、20～39 歳の女性人口が

5 割以上減少する 896 自治体を「消滅可能性都市」

と定義し、うち、人口 1 万人を切る 523 自治体は消

滅の可能性が高いとした(福島県は対象外)。 

 *3 人口 20 万人以上の地方都市を核に周辺市町村 

  と医療・福祉、地域振興策等を相互に支合う制度。 

 *4 集落が散在する地域で商店、診療所等に歩いて 

  いける“小さな拠点”を５千か所ほど整備する。  

 *5 自動車 60 分圏を都市圏とし、人口 10 万人以上 

  の複数の都市を高速道路等で結んで 30 万人以上 

  の都市圏を形成する。  

 *6 9 月、本部が発足。総合戦略は①東京圏人口の

過度集中の是正、②若い世代の就労・結婚・子育

て希望の実現、③地域課題の解決等。今国会で関

連法案が成立している。 

 

 以上の潮流にあって、地域・いわき市はどう

対応すべきであろうか。第一は人口減少策。こ

の解決の基本は合計特殊出生率をあげることで

あるが、これは個人の選択の問題なので、政策

としては、結婚したい、子供を持ちたいとい希

望がかなう環境をつくることになる。全国各地

には優れた先行事例があるので、これらからい

わき市ができるものを早急に取り込むべきだ。   

 いわき市からの人口流失を招くことなく、人

口流入を増やす政策も重要である。なかでも

“インバウンド観光振興”（本誌第 43 号参照）

による交流人口の拡大は、今後ともいわき市の

重点政策である。また、東京圏から地方への人

口移住はいわき市にも即応できる。東京圏に集

まっている若者に就業機会を与えるなどにより、

如何に若者をいわき市に呼び込むか、また、若

者に限らずシニアを呼び込む策も有効である。

別途アンケート*6 によれば“東京在住の 4 割が

地方への移住を検討”している。 

 第二は都市・地方構造。小さな拠点を“いわ

き型コンパクトシティ”（本誌第 38 号参照）の

なかでどう再構築するか。また、中核市である

いわき市は、地方中核拠点都市や高次地方都市

連合の受皿として如何に浜通りの拠点となる

か、郡山市との広域連合・連携関係をどう構築

するか、などの対応策が求められる。 

 以上に共通する基本的なコンセプトは、“市

の都市としての魅力”をどう高めるか、にほか

ならない。就業機会、快適な生活(医療、福祉、

水道等のユーティリティ等)、高質な教育・文化、

豊かな自然環境等を確保して都市の魅力を高め、

他都市から移住してもらうことである。 

 

 以上を確実なものにするために「仮称：いわ

き市創生アクションプラン」をまとめてはどう

か。“計画の作りすぎ”のそしりを受けそうだが、

このアクションプランは、現行の「新・いわき

市総合計画」や「いわき市復興ビジョン」等の

見直しとは次元を違え、即効性がある政策を集

中化させることで、強い戦略性を持たせること

が違う。地方創生本部からいずれ要求される“地

方版総合戦略”の先駆けと位置付けてもいい。 

 ただ今、市には人材の絶対数が不足している

ためアクションプランの作成がおぼつかないこ

とが考えられる。そのため、“域外知力をいわ

き市に導入”（本誌第 37 号参照）すべきである。  

 昨今、計画策定は、節約の観点から外注をせ

ず自前で行う向きが強いが、斬新・革新的視点

から得られる外部の知力は捨て難い。ここは英

断して外部の知力を積極的に導入して優れた成

果を得る方が、対費用効果の点からも最終的に

得策となるのではないだろうか。  

 *6 東京在住者の今後の移住に関する意向調査（平成

26 年 9 月地方創生本部第 1 回会議資料）。  

 

       （東日本国際大学名誉教授 大川信行） 
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